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【書評】
吉田和夫・大橋昭一編著
『基本経営学用語辞典』
小田 章
1. はじめに
公刊された書物は，何らかの評価をあたえられたことが多く，それは書評
という形で論じられる。その場合，書評の対象となる書物の多くは，一人及
び二人以上の人々によって書れれた，それ自体完結した内容を備えたもので
あることが多い。従って，それ以外の書物，例えば辞典・事典・辞書と呼ば
れる類のものについての書評は，余り試みられることがないように思える。
本稿は，これまであまり書評という形で行われなかった辞典の評価を試みよ
うとするものである。
本稿で書評の対象として取り上げる辞典は，平成6年 3月に刊行された，
吉田和夫・大橋昭一編著『基本経営学用語辞典」（同文館刊）である。そのク
イトルが示すとおり，本辞典は経営学の用語に関する辞典である。一般に，
ある学問が生成し，徐々に成熟する過程で種々の辞典類が編纂される。経営
学も，すでにかなり長い歴史を持っており，その発展につれて，多くの辞典
が編築されてきている。本辞典もそうしたものの一つである。そこで，本辞
典の評価を行うに際して，経営学の生成•発展及び基本問題を論じ，それら
と辞典の編纂との関連について一般的に論じ，次にそれをベースにして本辞
典の編纂意図，内容，特徴を示し，最後に経営学理解と企業経営実践に本辞
典がどのような役割をはたし得るのか，つまりその意義について考えてみた
い。
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2. 経営学の発展，現在経営学の埜本問題と経営学辞典の緬纂
2.1. 欧米諸国における経営学の生成•発展
経営学の生成は国によって若干の違いがあるものの，今世紀の変わり目で
ある点で大方一致している。経営学先進国は欧米諸国であり， ドイッ，フラ
ンス，ィギリス及びアメリカにおいて生成し発展してきた。特に，その中心を
なすのはアメリカとドイツである。そこで，アメリカ， ドイツ及びわが国に
おける経営学の生成•発展を簡単に論じ，経営学に関する辞典の編纂との関
わりを考えてみたい。なお，以下の論述における用語の後に付してある（ ） 
内の数字は，本辞典での収録箇所（頁）を示したものである。
2. 1. 1. アメリカにおける経営学の生成•発展
アメリカにおける企業経営に関する学問は， 経営学 (65)という名称より
は管理論という名称， つまり BusinessAdministration, Management 
Theoryと称される。それは，わが国では経営管理論(67)として定着してい
る。アメリカにおける経営管理論には， 4つの源泉があると考えられる。一
つは， かの有名な「科学的管理法」 (66,190)の産みの親であるテイラー
(190)の理論である。 これは， 後に批判的な形でヒューマンズリレーション
(210)そして動機付け理論(231)へと発展していく。二つは，フランスの技師
で「管理原則論」 (41)の提唱者であったファヨール(231)の理論である。こ
れは，イギリスを経由して， 1940年代にアメリカに導入されてきた。そして
多くの支持者を得て，批判という形ではなく管理諸原則の修正・追加の形で
管理過程論として展開してきている。三つは，ウェーバー(13)の官僚制論で
ある。この方向は，実務的組織理論の祖と見られ，その後，官僚制組織の代
替組織(42)の開発という形で展開していくことになる。四つは，バーナード
(216)＝サイモン(105)によって築かれた近代組織理論(86)である。彼らの理
論は，アメリカよりわが国で多くの支持者を得ている。
こうした 4つの源泉から種々の枝葉が分かれ， 1950年代に入ると理論の多
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様化状況を呈してきた。クーンツ（60)＆オドンネルは，こうした状況を「経
営管理論のジャングル」 (ManagementTheory Jungle)と呼び， 1つの論文
を表した。彼らによると， 当時， 経営管理論はまさにジャングル状況にあ
り， 6つの学派それぞれその正統性・妥当性を競っていた！）。 こうした展開
は，さらに過激さを増して現在に至っている。
現在，アメリカ経営管理論は，動機付け理論では期待理論(53)という新し
い理論展開に達しており， 管理過程論では戦略論(166)， リーダーシップ論
(216)を中心に展開され， 組織理論の領域では， コペルニクス的発見と言わ
れるコンティンジェンシー理論(97)の提唱によって新たな展開を見てきた。
そして，現在，この領域ではコンピューク技術の進展によるネットワーク組
織論(211)という新たなアプローチが展開されてきている。
2.1. 2. ドイツにおける経営経済学の生成•発展
ドイツにおいても，わが国でいうところの経営学という名称は一般的でな
い。それに相当する名称は， ‘‘Betriebswirtschaftslehre",つまり経営経済
学である。
ドイツ経営経済学は，商業学を含めるとかなり古い歴史を有している。し
かし，近代経営経済学の生成は比較的新しく今世紀の変わり目頃であるとさ
れる。学史研究によると， 1989年及び1911年の 2通りの説がある2)。 いずれ
にしろ，今世紀の変わり目に生成したことでは一致している。ドイツ経営経
済学は，当初，諸外国とはほとんど交わることなく，独立独歩の道を歩んで
いた。第2次大戦前， ドイツ経営経済学は， ニックリッシュ(208)，シュマ
1)クーンツが挙げる 6つの学派とは， 以下のものである。①管理過程学派 The
Management Process School)，②経験学派 (TheEmpirical School)，⑧人間行
動学派 (TheHuman Behavior School)，④社会体系学派 (TheSocial System 
School)，⑥意思決定論学派 (TheDecision Theory School)，⑥数理学派 (The
Mathematical School) 
2)ドイツ近代経営経済学の1989年説の根拠は，ライプチッヒ商科大学の創設に求め
られている。これに対して， 1911年説は，シェアーの “AllgemeineHandelsbe-
triebslehre"（『一般商業経営論』）の刊行を根拠にしている。
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ーレンバッハ(133)そしてシュミット(133)の3大経営経済学者を中心に学派
を形成し， 国民経済学からの独立に成功し， その自律性を確立した。 しか
し，ナチスが台頭し，第2次大戦が始まると，ナチスの全体国家主義のあお
りを受けて，個別学問である経営経済学はその活躍の場を失うことになる。
戦後，グーテンベルグ(60)が， 1951年に有名な『経営経済学原理，第 1巻
生産論』3)を著し， 経営経済学の復興が始まった。 この書が出版されると，
伝統的なドイツ経営経済学の手法を継承する人々，特にメレロヴィッチ(267)
との間で， 有名な方法論争が展開される。なぜなら， グーテンベルグ理論
は，近代経済学や数学的アプローチを駆使し，科学主義を標榜し，経営経済
学の方法と内容に新たな方向を与えたからである。それは，伝統的な経営経
済学の経験主義と相異なる結果をもたらすこととなった。特に，それは費用
理論(78)に関し顕著であった。従来の結論を維持しようとする伝統論学派と
の費用論争(267)は， 結局は， グーテンベルグ陣営に凱歌があがった。彼の
生産性重視の理論は，戦後の経済・社会の荒廃から脱し，経済復興を果たす
ことが至上命令であった旧西ドイツの状況ともマッチしたためとも言われれ
ている。こうして戦後は，彼が築いた生産性志向経営経済学あるいは適応の
経営経済学という路線を彼の弟子を中心に多くの人々が継承し，グーテンベ
ルグパラダイムの一層の精緻化が図られていくこととなる。
しかし，戦後から20数年経過した '70年代にはいると，西ドイツは貧困から
豊焼の国に変身し，それまでの経済中心主義から人間中心主義への転換を求
める声が強まってくる。それに相応して，経営経済学の領域においても，ま
ず，方法論的に， シュテーレを中心とした新規範主義(145)， シュタインマ
ンを中心とした構成主義(84)そしてアルバートやシャンツを中心とした批判
的合理主義が登場し，方法論争が繰り広げられる。また，内容的に，グーテ
ンベルグパラダイムを批判する形で以下のような諸パラダイムが登場し，＇ 70
3) Gutenberg, E. : Grundlagen der Betriebswirtschaftslehre, I. Bd., Die 
Produktion, 1. Aufl., Berlin-Gottingen-Heiderberg 1951.（溝ロ一雄・高田薫
共訳『経営経済学原理」第1巻生産論，千倉書房， 1957年。
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年代の経営経済学は百花線乱の観を呈する°。
(1) 意思決定志向的パラダイム(18)
(2) システム志向的パラダイム(119)
(3) 労働志向個別経済学的パラダイム(286)
(4) EDV志向的パラダイム
(5) 行動理論志向的パラダイム
現在， ドイツにおける経営経済学ではこうした 6つのアプローチが混在し
ており，どれが中心的位置を占めているかを指摘するのは難しい。
さらに，最近の経営経済学は，アメリカを中心に開発された理論やアプロ
ーチ等を種極的に導入することによって，新しい経営経済学の領域を確立し
ていこうとする動きが強まってきている。つまり，経営経済学の領域におけ
るボーダレス化である。例えば，先に挙げたシャンツが提唱する行動理論志
向的経営経済学は，まさにアメリカで開発された行動科学(85)の手法を導入
し，経済学と心理学の融合を目指したまったく新しい境地の開拓を目指して
いる。但し，今のところこうした試みが， ドイツ経営経済学界において市民
権を得るまでには至っていない。しかし，現代の複雑・多岐にわたる社会状
況を見るに，従来のような狭小な領域だけをかたくなに死守していくという
アプローチでは，現状を認識・把握・分析することは困難といえよう。その
結果，経営経済学がより現実志向性を目指すとすれば，他の学問領域との融
合可能性を探っていくことが必要とならざるをえない。シャンツの試みは，
そうした方向へのチャレンジであると考えられる。
2.1. 3. わが国における経営学の生成•発展
わが国における経営学の生成に関しては，諸外国の経営学の導入時代と独
自の経営学の生成•発展の時代に区分される。第 2 次大戦までは，どちらか
4)これについては， Schanz,G.: Betriebswirtschaftslehre als Sozialwissens-
chaft, Stuttgart-Berlin-Koln-Ziirich, 1979の訳書「西ドイツ経営学の新潮流」
（小田，岡部，渡辺共訳， 1989年，千倉書房）の「訳者あとがき」 (229~231頁）を
参照。
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といえば経営学導入の時代であり，戦後はわが国独自の経営学生成の時代と
いえる。すでに見たように，経営学先進国は欧米諸国であり，戦前は特にド
イツを中心に展開された経営経済学がわが国に導入され，経営学と訳されて
経営学研究の礎が形成された。もち論，戦前においても，アメリカの管理研
究の影響や日本独自の経営学の構想化がなかったわけではない。なぜなら，
経営学の総本山ともいえる日本経営学会がすでに大正15年に創設されている
からである。ただし，当時は，まだ経営学創生期であり，確固たる市民権を
得ていたとはいえない。そこで，以下第二次大戦前と後のわが国経営学研究
を簡単に振り返ってみることにしよう。
1)戦前の経営学研究
わが国経営学の生成期をいつと見るかについては，確たる説がない。ドイ
ツがそうであったように，わが国での経営学教育は．まず商業教育の形で始
まった。つまり，商売上の心得，商取引，帳簿記帳技術そして算術に関する
研究が中心であった。というのも，当時はまだ商業が経済の中心をなしてい
たからである。こうした教育研究は，明治期から大正にかけて全国に創設さ
れた高等商業学校で行われた。しかし，徐々に日本経済が商業中心から工業
化への比重を傾けていく中で， 商業だけの教育研究では不十分になってき
た。社会の動向は，教育機関における授業科目にいち早く反映される。先に
みたように，わが国の高商，特に東京高商設立時（明治35年）のレアプランを
見ると，工業に関する科目はなかったが，明治42年にはじめて「商工経営」
が，明治44年に「株式会社論「が上田貞次郎博士(14)によって講義された。
大正 9年に，東京高商が東京商科大学（現，一橋大学）に名称及び組織替えを
した際に，必修授業科目として「商工経営」や「計理」，選択授業科目として
「工場管理」や「監査及び原価計算」等が学則に含められた5)。 この時期，
わが国で工業化と経営の大規模化が進展し，近世的企業が成立する。このこ
5) この時期における高商及び商科大学における授業科目については，小田章•津田
秀雄「大学における経営学実務教育方法の実態とその改善』，和歌山大学経済学部，
1987年， 6~16頁を参照。
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とが，経営学生成の大きな因といえる。そうした動きに伴って，大正15年に
日本経営学会が創設され，わが国経営学の研究が本格的にスタートをきるこ
ととなる。
戦前のわが国経営学研究は，既述の上田博士によって先鞭がつけられ，そ
の高弟，増地庸次郎博士(258)と平井泰太郎博士(224)によって受け継がれて
いく，その際，わが国経営学は，経営経済学派と経営学派に分化していく。
前者は，増地博士によって，後者は平井博士によって展開される。増地博士
は， ドイツ経営経済学の影響を強く受けられ，経済性(74)を指導原理とする
「経営経済」を経営経済学の対象と規定された。そうすることによって，経
済学から独立した学問としての経営経済学の自立性を主張された。
この経営経済学派の中に，わが国独自の経営研究が生まれる。中西寅雄博
士(207)によって主張された「個別資本論」 (95)または「批判経営学」 (95)
である。これは，マルクス主義に基づいて個別資本の価値増殖過程を経営学
の研究対象とする学派である。この研究は，諸外国では見られないわが国独
自のものであり，戦後においてもわが国経営学に大きな影響を及ぽした。
他方，平井博士は，経営学の対象を「経営」 (65)と規定された。経営は，
「統一性と継続性を有する組織の存在」である点で，国民経済とは異なるこ
とを主張された。博士の主張は，組織論的経営学ということができる。こう
した組織論的経営学派は，馬場敬治博士(218)によって受け継がれ， 戦後さ
らに発展していく。
このように，戦前でのわが国経営学は，大きな流れとして 3つの方向があ
った。しかし，戦火によって，欧米諸国の経営学研究が一頓挫したように，
わが国経営学も一時的に停滞することになる。
2)戦後の経営学研究
周知のごと<,第2次大戦はわが国の政治・社会・経済・教育等の諸分野
に大きな打撃を与えた。復興不能と思える状況下におかれたが，不死鳥のご
とくよみがえり戦前をはるかにしのぐ経済大国になった。学問の領域におい
てもしかりである。特に，戦後の経済復興と歩調を併せたかのように，経営
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学は目を見張る発展を遂げてきている。
戦後は，多くの領域でアメリカの影響を強く受けた。経営学の領域におい
ても，アメリカの経営ー管理的研究がわが国に導入され，経営管理論として
の経営学が展開される。特に，昭和40年代から50年代にかけて，バーナード
＝サイモンの組織理論の導入による組織論的経営学が著しい発展を見た。そ
の後，日本経済の成長にともなって，内外において日本的経営が注目される
に及んで，日本企業を解明・分析し，それに基づく経営学の確立を期する動
きが出てきている。それとともに，企業・経営の研究も多様化し，，経営学研
究の領域拡大と深化が必要となってきている。
3)わが国経営学の特質
わが国における経営学には，欧米諸国，特にドイツと異なる特質がある。
それは，経営学の範囲に関するもので，わが国では経営学の範疇には商学や
会計学が含まれないことが多い。アメリカも同様である。ドイツでは，経営
経済学の範疇に会計学や商学が含められてきたし，原則として現在でも含め
らられている。例えば，戦前， ドイツで有名であったE. シュマーレンバッ
ハは，経営学者であるとともに有名な会計学者でもあった。しかし，現在で
は若干様相が変わってきており， ドイツでも経営経済学，会計学，商学（マ
ーケティング）に分化する傾向が強まってきている。それは，企業・経営の問
題が多様化かつ錯綜化してきているためといえよう。とは言え，わが国のよ
うに 3者が完全に分離状況にあるわけではない。わが国には，経営学会，会
計学会，商業学会があり，それぞれ別個の活動をしている。もっとも，研究
者の中には 2つまたはそれ以上の学会に所属されているケースがあるが，研
究領域は特化・専門化している傾向にある。しかし，最近企業経営の学際的
研究が求められるにつれて，それぞれのボーダーがなくなりつつある。
2. 2. 現在経営学の性格と基本問題
前節では，わが国経営学の歴史を垣間みてきた。ここでは，経営学の性格
と現在の基本問題を見ておく。なぜなら，本辞典の特質と意義を論じる上で，
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本辞典が現状把握をなしているかどうかを見るのに不可欠であるからであ
る。
2. 2.1.経営学の性格
経営学とはどのような学問であるか。簡単には，解答できない難しい質問
である。なぜなら，それは，経営学生成期より問われ続けてきた問題といえ
るからである。つまり，経営学といってもただ一つの統一された理論が存在
するわけではない。例えば，経営学の範疇に入る生産，労務・人事，財務，
組織等の理論を見ても種々の見解が提示されている。従って，経営学を一義
的に規定することは永遠のテーマであるとも言える。しかし，これまでの経
営学の発展を考えるとき，大方の人に共通した見方があるのではないかと思
われる。
例えば，広辞苑を引くと， 経営学を， 「企業経営の経済的・技術的・人間
的諸側面を研究する学問」6) と規定している。また，大辞林では，経営学を，
「企業活動の原理や構造を， またその合理的な管理方法などを研究する学
問」”と規定している。両者の規定は，厳密なものとは言えない。つまり，こ
うした規定では，多くの人々に経営学の性格をしらしめるには十分とは言え
ないであろう。いま少し，正確に規定するために， 本辞典が役立つ。「経営
学」の項をひくと，次のように説明されている。「経営学はもともと， 企業
の実践的要請にこたえて生まれでた学問であって，企業の経営はいかにすれ
ばよいかという問題意識がその中心をなす。そのためにはまず，企業の構造
と機能を貫く法則性を明かにせねばならず，次にその法則性に基づいて，経
営の実践的解決を目ざす技法を導き出さねばならない。」と8)。 非常に簡潔で
あるが， 経営学とはいかなる学問であるかを知ることができる。 このよう
に，経営学は，企業または企業活動をその研究対象とし，企業経営の在り方
が問われ，そのために法則性の追求と実践的問題解決の方策の提示を目指す
6)新村出編「広辞苑第2版補訂版」岩波書店，昭和57年， 670頁。
7)松村明編「大辞林J三省堂， 1988年， 774頁。
8)吉田和夫・大橋昭一編『基本経営学用語辞典」同文館， 1994年， 65~66頁。
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こととなる。多くの論者も，概ねこうした性格付けを行っている。ただ，学
問の方法及び実践的問題の解決の方法については統一性がとれていないのが
現状である。さらに，実践的問題自体も常に社会変動にともなって変わって
いる。従って，そのときどきに経営学が関わる基本問題も変化することにな
る。そこで，次に経営学の基本問題について見ておこう。
2. 2. 2.経営学の基本問題
経営学が関わらなければならない基本問題は，ときとともに変化し，そし
て種々の視点から論じることができる。しかし，そのときどきの基本問題と
して重要と思われるものとして日本経営学会の年次大会において設定されて
いる統一論題を挙げることができよう。過去15年間の経営学会年次大会での
統一論題を列挙すると，以下のようになっている。
'80年「80年代の企業経営」
'81年「現代企業の諸問題」
'82年「産業技術の新展開と経営管理の課題」
'83年「現代企業の所有と支配」
'84年「政府と企業」
'85年「現代経営学の新動向」
'86年「情報化の進展と企業経営」
'87年「企業経営の国際化と日本企業」
'8年「産業構造の転換と企業経営」
'89年「日本的経営の再検討」
'90年「90年代の経営戦略」
'91年「世界経済構造の変動と企業経営の課題」
'92年「新しい企業・経営像と経営学」
'93年「世界の中の日本企業」
'94年「現代企業と社会」
このように，経営学が関わる諸問題は年々目まぐるしく変わってきている
ことがわかる。それだけ， 経営学理論は常に変化していることを示してい
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る。このように変化する経営学の基本問題を的確に理解しようとすれば，優
れた理論書とともに内容や用語を握把するための辞典が不可欠となる。次
に，経営学理解のための辞典の刊行について見てみよう。
2. 3. 経営学の歴史，基本問題及び辞典の編纂
経営学の概要を理解する上で， 辞典はたいへん有効である。ではこれま
で，わが国において経営学に関しどのような辞典が刊行されてきたのであろ
うか。経営学の発展に沿って，多くの辞典が刊行されている。しかし，筆者
の知る限り，戦前における刊行は数少ない。辞典の多くは，戦後，経営学が
より充実•発展するにつれて刊行されている。
ところで，経営学に関する辞典を分類するに当たり，二つの基準が考えら
れよう。一つは，内容を中心に編築されているもの，二つは，用語が中心に
なっているものである。どちらも，経営学理解には必要不可欠である。そこ
で，これらの二つの範疇にはいるもので主たるものと筆者が考えるものを刊
行順に列挙してみよう。
(1) 内容を中心に編纂されたもの。
① 平井泰太郎編「経営学辞典』，ダイヤモンド社， 1962年。
R 平井泰太郎編『経営学事典』，青林書房， 1964。
⑧ 藻利重隆編『経営学辞典』，東洋経済新報社， 1967年。
④ 山城章編『経営学小辞典』，中央経済社， 1669年。
⑥ 高宮普編「新版・体系 経営学辞典』，ダイヤモンド社， 1970年。
⑥ 小島三郎編『現代経営学事典』，税務経理協会， 1978年。
⑦ 車戸賓編『経営管理事典』，同文館， 1991年
⑧ 藤芳誠一編『経営管理学事典』，泉文社， 1985年。
⑨ 岡本康雄編「現代経営学辞典』，同文館， 1986年。
⑩ 神戸大学経営学研究室編『経営学大辞典』，中央経済社， 1988年。
(2) 用語を中心に編築されたもの。この範疇に属するものとしては，かなり
の数が刊行されており，それぞれに興味ある編集がなされている。主なも
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のを挙げておく。
① 中村常次郎編『近代経営学基本用語辞典』，春秋社， 1962年。
R 日本経済新聞社編『現代経営用語』， 日本経済新聞社， 1966年。
③ 藤芳誠一編「経営学用語辞典』，学文社， 1969年。
④ 古川栄ー・柴川林也編「経営用語辞典ー第 2版ー』，東洋経済新報社，
1978年。
⑤ 占部都美編『経営学辞典』，中央経済社， 1980年。
⑥ 伊賀隆著『経営用語・ 100』,PHP社， 1987年。
⑦ 吉田和夫・大橋昭一編「基本経営学用語辞典』，同文館， 1994年。
⑧ 小倉康宏編『最新経営用語辞典』，学文社， 1994年。
もちろん上記以外にも多くの辞典が刊行されており，それぞれ特色を持っ
て編纂されていることはいうまでもないが，特に上記の諸辞典は，そのとき
どきにおける経営学の内容や用語を理解する上で，たいへん参考になるもの
である。
このように，多くの辞典が刊行されるということは，それだけ経営学が発
展していることを示すものである。特に，用語辞典では，いずれもコンパク
トに必要な用語が解説されている。現実の企業経営の動きを理解したり，経
営学理論を学ぽうとする人は，専門書を読む。その際，種々の専門用語やテ
クニカルタームが登場する。これらを知らないと，その理論の全容を理解で
きないことがある。ちょうど，英語の単語がわからないために，文章全体を
理解するのが難しい場合があるのと同じである。もち論，これらの用語は，
それぞれ専門書である程度解説されているが，すべての用語が解説されてい
るわけではない。そのような場合，用語辞典が当該学問の理解に大きな役割
を果たすこととなる。逆にいえば， 辞典にはそうした役割が課せられてい
る。従って，用語辞典が有用かどうかは，それが当該学問の理解にどの程度
寄与しているかに依存することとなる。そこで，次節において，本辞典の編
纂意図，内容及び特徴について考えてみたい。
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3. 本辞典の編纂意図，内容及び特徴
3.1. 編纂意図
本辞典は，経営学に関する非常に新しい辞典である。本辞典は，編者によ
ると， 「経営学は今日ますます進歩•発展し， 新しい考え方や理論が種々展
開されているが，経営学の学習には，基本的な用語や概念をしっかりと理解
しておくことが不可欠である。どの学問でもそうであるが，進歩•発展が盛
んであればあるほど，土台となる基礎を確実に習得しておくことが重要であ
る。新しい用語にしろ，高度な理論にしろ，しっかりした基礎のうえでのみ
身についたものとなるのである」という意図で編纂されている％ つまり，
高度に発展した学問である経営学を正しく理解し学習するには，用語や概念
の正確な理解が不可欠であることが指摘されている。 この意味で， 本辞典
は，辞典の本旨であるその意図が明確にされている。
3. 2. 内容
本辞典は，現在のわが国経営学界を代表する研究者28名によって書かれて
いる。用語は， 15の分野， 1つの人名・企業・団体， 1つの欧語略記一覧か
ら選ばれ，その数は 1,139項目に達している。 この数は，見出し語だけであ
り，それに 631の用語が見出し語解説の中で触れられている。従って，本辞
典には，計 1,770の項目が収録されている。 17の領域，収容用語数及びその
内容について簡単に評価をしてみたい。
① 基本概念と理論；ここには， 77の見出し語が収録されている。 2．で見
たように，これまでの経営学の学説及び内容を理解するうえでの手助けとな
る用語が明確にかつコンパクトに解説されている。「エージェンシーの理論」
(16),「コーポレート・アイデンティティ」 (88),「フィランソロピー」 (233),
「社会監査」 (126)等，最近話題になっている用語も収録されている。
9)前掲書，「はしがき」。
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③ 基礎用語と関連分野；ここには， 61の見出し語が収録されている。こ
こで収録されている用語は，直接経営学と関係するものはない。しかし，経
営学は，種々の隣接学問と関連しており，単に経営用語だけでは十分な理解
を得るのは難しいという視点から，編者によって組み込まれたものと考えら
れる。こうした，心遣いは，経営学の全容を理解しようとするものにとって
好都合である。
③ 企業形態と経営形態；ここには， 65の見出し語が収録されている。経
営学を学ぶ者にとってまず肝要な点は，その対象である企業経営にはどのよ
うな種類・形態があるかを理解しておくことである。本辞典には，種々の企
業・経営形態が簡略に説明されているので，その目的を達成することができ
る。さらに， 会社組織以外の組合， 企業系列， 企業体制（「労働者自主管理」
(287),「労使共同決定制」 (285)）そして日・独・米の経営の特徴(210,197, 197, 
5)に関する用語も収録されており，経営学学習に便宜がはかられている。
④ システム・情報・コンビュータ；ここには， 80の見出し語が収録され
ている。この分野の用語が多いのは，本辞典が，「最新」の用語の収録を心が
けられていること，この分野が経営学の領域では新しい分野であること，さら
に，現在，企業経営の情報化が不可欠であることによるものであろう。この
分野の用語を見ていると，経営学用語辞典とは思えないほどである。あたか
も，技術または情報化辞典の感がする。しかし，情報化はこれからの企業経
営の運営には欠かすことができない面であり，こうした分野を重視している
点で，本辞典がまさに現代経営学の問題意識に即しているものといえる。
⑥ 機構と管理；ここでは， 64の見出し語が収録されている。それらは，
会社の機構と管理様式に関する用語である。ここには，組織機構面で最近論
議されている「スビンアウト」 (150), 「サテライト型組織」 (106)等の新し
い用語も盛り込まれている。
⑥ 組織と人間行動；ここでは， 69の見出し語が解説されている。⑥に属
する用語の中に組織の機構や構造に関する用語が含まれており，ここでは主
として組織と管理の過程面とそれに関係する人間行動に関する用語が中心に
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解説されている。さらに，アメリカ管理論のうち，動機付け理論に関する用
語も多く収録されており．例えば，組織のリーダーにとって部下の管理をす
るうえで有用となる。
⑦ 労務と人事；ここでは， 83の見出し語が収録されている。いま，人事
・労務の問題は，企業にとってもっとも重要な領域である。わが国では，従
来の人事システムが崩れつつあり，新たなシステム構築が叫ばれている。従
って，多くの企業人がこの分野に関心を持ち，現状打開と新たなシステムづ
くりに腐心している。そのため，取り扱われている用語も，労務・人事管理
論，人事制度（昇格・考課），給与， 福利厚生企業内教育， 従業員経営参加，
労使関係，そして労働法と非常に広い範囲に及んでいる。編者の問題意識と
現状把握が非常に的確であることの現れであろうと評価できる。 また， 「専
門職制度」 (163),「コース別人事管理」 (88)，「カフェテリア・プラン」 (32),
「従業員援助プログラム(FAP)」（131)等，最近，企業現場で論議されて話題
になっている用語が取り入れら，簡潔有為な解説が行われている。
⑧ 資本と財務；ここでは， 66の見出し語が解説されている。企業経営の
重要な要素として，ヒト・モノ・カネがあげられる。ここで，カネというの
は，資本のことであり，それを取り扱う領域が財務である。資本，株式，原
価に関する用語を中心に解説されている。ただ， 「投資」及び「利益」に関
する用語が若千少ないように思われるのが，残念である。
⑨ 技術と研究開発；ここでは， 56の見出し語が収録されている。技術や
研究開発の領域は，これまで経営学の檜舞台に登ることは少なかった。それ
は，生産職能の一貫として論じられてきたことによろう。さらには，わが国
では，技術はこれまで開発より，購入の対象であった。しかし，いまや日本
の製造技術や品質は著しく向上しており，技術は自前で開発・創造して行か
なければならなくなってきている。その意味で，この領域も次の⑩の領域と
ともに今後の経営学の重要な課題となってくるであろう。ただ， 本辞典で
は，そうした意識がそれほど強くないように思われるがいかがなものであろ
うか。しかし，収録されている用語は，この領域でのベーシック・タームで
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あり，利用者の要請に応えるには十分であろう。
⑩ 生産と FA;ここには， 60の見出し語が収録されている。生産は，常
に合理化を追求し，そのためにFA（ファクトリー・オートメーション）化がます
ます促進さてきている。これは，技術而では，特にコンビュータの発展と連動
しており，管理の面では，例えば「かんばん方式」 (39)や「リーン生産方式」
(277)として現れている。本辞典では，こうした面での用語解説に加えて，
生産理論，生産方式の種類及び作業組織等に関する用語も解説されている。
⑪ マーケティングと物流；ここでは， 82の見出し語が収録されている。
現在，「ロジスティクス革命」 (289)が叫ばれているように，この領域も注目
されている。マーケティング (255)や物流 (236)は，経営学を狭義に解する
と，経営学の領域に含められないが，企業経営においてはライン職能の 1つ
に販売職能（ここでいうマーケティング及び物流）があり，，重要な領域を形成して
いる。本辞典では，そうした意味からこの領域の諸用語が収録されている。
それも，かなりの数にのぽっている。マーケティングの基礎的用語を中心に，
製品，販売形態，販売管理，消費者・市場，価格等の分野に関する用語が解
説されている。
⑫ 事務と OA;ここでは， 47の見出し語が収録されている， OA機器
の開発は，事務組織や管理の在り方に大きな変容をもたらしてきている。そ
うした状況を理解するうえで重要な用語が本辞典に盛り込まれている。例え
ば，「グループウェア」 (62),「ハイパー・メディア」 (217),「マルチ・ベン
ダー 」 (226)等であり， さらに， 新しい勤務形態の一つである「サテライト
オフィス」 (106)も取り上げ，解説されている。
⑬ 政策・計画・戦略；ここでは， 67の見出し語が解説され，計画と戦略
に関する用語が中心をなしている。戦略論は，＇ 70年代はじめにアメリカで登
場し，＇80年代になってわが国で遼原の火のごとく普及した。企業経営のほぼ
すべての分野で戦略論が論じられた。例えば，生産戦略，組織戦略，マーケ
ティング戦略，財務戦略，人事・労務戦略等である。しかし，戦略は，マー
ケティングの領域と密接に関係している。本辞典でも，そうした面での用語
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が多く収録されており，さらに，最近実務面で話題になっている「リストラ
クチャリング」 (279), 「リエンジニアリング」 (278)等の用語も収録されて
いる。
⑭ 国際化・グローバル化；ここでは， 70の見出し語が収録されている。
日本企業の海外進出が増大するにつれて，国際化・グローバル化の問題が，
'80年代から急速に議論され出した。今や，世界はボーダレス状況にあり，単
に経済・経営の分野だけでなく，種々の分野で国際化・グローバル化現象が
起っている。本辞典でも，こうした問題意識から企業経営の国際化・グロー
バル化を理解するうえで必要な用語が収録・解説されている。
⑮ 会計と経営分析；ここでは，69の見出し語が解説されている。会計は，
企業経営にとって重要な碩域である。わが国では，それは，マーケティング
と同様会計学として経営学とは独立して論じられている。従って，会計学辞
典や会計・経理用語辞典が独自に編纂されている。その意味で，本辞典で収
録されているこの領域の用語は，最低限のものであり，より詳細な研究や知
識習得を目指す場合，本辞典の用語だけでは十分といえないかも知れない。
だからといって，本辞典の有用さが減少するわけではない。なぜなら，本辞
典は，経営学用語辞典であり，狭義の経営学の領域に関する用語が中心に解
説されているからである。
⑯ 人・企業・団体；ここでは， 63の項目が収録されている。内訳を見る
と，人名項目が39,企業項目 9' 団体項目 6である。人名が中心で，日・米
・欧の経営学の発展に大きな足跡を残した研究者が紹介されている。ここで
取り上げられている研究者は，日・＿独では主として戦前に活躍した人が多く，
アメリカでは戦後に活躍した人が比較的多い。これは，わが国における経営
学の発展に対応して紹介されているように思われる。そのためか，ここ十数
年の間に経営学の発展に貢献した人々の紹介が少ないし，戦後，わが国経営
学に貢献した研究者や実務家の紹介がほとんど行われていないのは残念であ
る。また，企業や団体名の紹介も何か付け足し的な感じをする。この面のい
ま少しの充実があれば，利用者にとってより有用ではなかったかと思われる。
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⑰ 欧語略記一覧；ここでは， 60の項目が収録されている。これらの用語
は，略記のまま使用されることが多く，はじめて企業経営の問題に関わる人
にとっては理解できないことが多い。その意味で原語のまま収録し，解説を
加えるという本辞典の試みは評価される。
以上，本辞典の内容を目次に従って，簡単な評価を加えながら紹介してき
た。次に，本辞典の特徴についてみておこう。
3.3.特徴
本辞典の特徴は，二つの観点から論じることができる。一つは，本辞典編
纂上のものであり，二つは内容に関するものである。
前者については， 編者の言を借りて述ぺることとしよう。編者は， その
「はしがき」で， 本辞典の特徴として二つあげている10)。一つは， 「経営学
の基本的用語について基本的な説明をわかり易く， しかも簡潔に行なってい
る」こと，二つは， 「リエンジニアリングのような最新の用語も可能な限り
収録し，基本的説明を行ない，専門的で高度な学習にも役立つようにしてい
る」ことである。まず，本辞典で収録されている用語は，そのタイトル通り
基本用語であり，さらに各用語の基本的説明がコンパクトにかつわかり易く
行われている。また，最新の用語も多く収録されており，新聞，経済雑誌そ
して専門書の講読の手助けになるように心がけられている。また，編者がい
うように，「基本的」という語が二重で用いられいる。つまり， 基本的用語
が選ばれ，それに基本的な説明を加えていることである。従って，本辞典は
用語選択とその説明において無駄を極力避けることを心がけていることも特
徴の一つとして指摘できるであろう。
こうした辞典編纂上の特徴とともに，編者は，さらに特徴を出すために次
の四つの点に工夫を凝らしていると指摘している 11)0 
第ーに，関連ある用語を対（つい）にして見出語とし， 関連づけて意味を理
10)前掲書，「はしがき」。
11)前掲書，「はしがき」。
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解できるようにした。
第二に，見出語にはなく，文中にでてくるだけの重要用語についても，で
きる限り基本的意味を記述するようにして，用語を十分に理解できるように
している。
第三に，それぞれの用語が本来どのような形で，あるいはいかなる論者に
より提起されたものであるかについて必要に応じて言及し，一層進んだ学習
に役立つよう努める。
第四に，本辞典冒頭において各分野ごとの体系的目次を掲載し，体系的学
習に寄与しうるようにすると同時に，本文では，すべての見出語を五十音順
に配列し，辞典使用の際の便宜をはかっている。
編者が指摘する上記特徴の他に，次のような特徴も挙げることができる。
第一に，それぞれの用語に欧文（主として，英文）が付されていること，
第二に， 1つの用語が大体3,000~4,000字位で説明されていること，
第三に，執筆者の能力と努力によるが，各用語の説明が明瞭簡潔で的を得
たものであること，
第四に，各用語が優しく説明されていること，等である。
こうした特徴を持つ本辞典が，編者が期待するような効果を持ち得るのか
どうかについていま少し考えてみたい。
本辞典は，既述のように，見出語1,139語，関連連用語631語，計1,710語
について約3,000~4,000字程度で解説されている。この用語数が妥当かどう
かは簡単には断判しにくい。なぜなら，多くの用語の収録は，紙幅に制約が
なければ，無制限に可能である。しかし，そうしてできたものが必ずしもい
いものとは言えないし，通常種々の制約下では，当該学問で重要な用語を選
別し，それに的確な説明を加えていくことが肝要であろうと思われる。量よ
り質である。こうした視点で，本辞典をもう一度見直すと，まず最低限必要
な重要用語が選別されていること，つまり，ここであげられている用語を習
得すれば， 100年近くの歴史を持つ経営学の理論や基本問題の理解に役立つ。
筆者も，経営学研究の末席を汚しているが，今回の本辞典の書評を書くあた
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り順次読んでいくうちに，忘却，誤解，未知という範疇にはいる用語が数多
くあり，ずいぶんと勉強させていただいた。その意味で，私同様，経営学を
学び研究する者や実践で活動している人々にとって，本辞典は「座右の手引
き」となり，バイプル的存在として位置づけることができよう。
. 4. おわりに一意義と問題点ー
さて，最後に，本辞典の意義と問題点について触れておきたい。
まず，本辞典の意義について述べよう。本来，用語辞典は，どの分野のも
のであれ，その分野の事象を理解するために書かれたものである。従って，
それが，当該分野の理解に供しないときには存在意義がない。そうした馘点
から本辞典を見た場合，既述したような点から，本辞典は現代経営学理解の
ために大きな意義を有しているといえる。本辞典に「経営学の学習，経営理
論の駆使，経営実践において，初学者はもちろんであるが，すでに高度な知
識や能力を有する専門家・研究者・経営者・管理者・実務活動家が人々，団
体や組織の運営に関与している人々や経営学に関心あるすべての人々にとっ
て，座右の手引きとして大いに役立つ」13)ことを期待している編者の意図は，
見事に達成されていると思う。
ただ，本辞典にも若干の問題点がある。すでにその都度指摘しておいた
が，あと二点ばかり指摘しておきたい。
なるほど，本辞典は，経営学を体系的に理解するのに役立つように，多く
の用語が収録されている。しかし，例えば，現在及び今後の経営学において
重要な課題となるであろう，「環境問題」に関する用語は，いくつか（「環境」，
「環境アセスメント」「環境決定」，「公害」等）収録されているものの，それを体系
的に理解できるようにはなっていない。特に，現在，自然環境破壊に対する
企業あるいは経営学の責任が叫ばれていることを考えれば，この面の充実が
あればと惜しまれる。
13)前掲書，「はしがき」。
「基本経営学用語辞典」を読んで（小田） （181)71 
また，バプル崩壊後， 日本企業の行動方法に対して疑問が投げかけられて
いるが，それを示す用語としての，「過労死」， 「談合」， 「系列」等が収録さ
れていない。これらは，衆知のことではあるが，重要な用語ではないかと思
うのである。
以上のように，若干の問題点を持つものの，本辞典は経営学の理解の一助
になるとともに今後のその発展の重要な礎の役割を果たすものであり，その
問題点の故にその価値が減じられることはいささかもない。
本来，辞典の編纂は，大変な作業である。編者を中心に執筆の方々のチー
ムワークがなければ達成できない業績である。特に，編者のご苦労は並大抵
でなかったと思われる。小生も共同研究の纏役を行ったことがあるが，全員
が歩調を合わせて進行することの難しさを知っているので，編者のご苦労が
手にとるようにわかる。それを克服され，本辞典の刊行を果たされた編者は
じめ執筆者一同に心より敬意を表し，そして本辞典が多くの人々に読まれ，
「座右の手引き」として手助けになることを確信し，ったない書評としたい。
